
厚生労働省 政策別コスト情報に関する調書 様式２－１

政策：9.高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進することにかかるコストの状況

（所管：厚生労働省、一般会計、組織：厚生労働本省、担当部局：老健局、保険局、年金局)

(年金特別会計基礎年金勘定、国民年金勘定、厚生年金勘定、業務勘定、東日本大震災復興特別会計厚生労働本省)

１．政策にかかるコスト ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54,811,176 百万円 (単位：百万円）

人件費
賞与引当金繰入

額
退職給付引当金

繰入額
基礎年金給付費 国民年金給付費 厚生年金給付費 福祉年金給付費

国家公務員共済
組合連合会等交

付金
補助金等 委託費等

8,899 7,936 419 543 - - - - - - -

531 - - - - - - - - - -

487 - - - - - - - - - -

54,801,257 ( - ) ( - ) ( - ) 21,785,023 625,188 23,388,704 95 4,785,469 2,967,499 216,750

51,951,763 ( - ) ( - ) ( - ) 21,785,023 625,188 23,388,704 95 4,785,469 120,470 214,611

2,849,494 ( - ) ( - ) ( - ) - - - - - 2,847,028 2,139

54,811,176 7,936 419 543 21,785,023 625,188 23,388,704 95 4,785,469 2,967,499 216,750

(単位：百万円）

独立行政法人運
営費交付金

庁費等 その他の経費 減価償却費
貸倒引当金繰入

額
資産処分損益

（参 考）
決算額

- - - - - - -

- - - 165 - 365 -

- - - 487 - - -

270,869 61,027 63,877 6,250 630,501 - 76,540,350

270,869 60,799 63,779 6,250 630,501 - 73,690,871

- 228 98 - - - 2,849,479

270,869 61,027 63,877 6,903 630,501 365 -

43,541,795 百万円

当該政策にかかる自己収入については、年金特別会計の保険料収入31,730,694百万円

拠出金収入6,912,108百万円

徴収金収入4,407,140百万円

納付金収入343,213百万円

積立金運用収入4,607百万円

その他収入144,030百万円

区 分

Ⅰ 人にかかるコスト

Ⅱ ①物にかかるコスト

②庁舎等（減価償却費）

②庁舎等（減価償却費）

（１）老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実
を図ること

（２）高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するととも
に、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要と
する高齢者への支援を図ること

Ⅰ 人にかかるコスト

Ⅲ 事業コスト

コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

区 分

Ⅱ ①物にかかるコスト

Ⅲ 事業コスト

（１）老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実
を図ること

（２）高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するととも
に、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要と
する高齢者への支援を図ること

コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

(参考） 自己収入



２．政策にかかるストック情報（主な資産等） (単位：百万円）

未収金 未収収益 未収保険料 前払費用 運用寄託金 貸倒引当金 土地 立木竹 建物 工作物

191 - - - - - - - - - -

11,048 - - - - - - 7,421 39 3,241 346

△ 13,189,093 600,403 459 3,818,112 0 109,111,900 △ 1,405,154 3,216 - - -

△ 13,177,853 600,403 459 3,818,112 0 109,111,900 △ 1,405,154 10,638 39 3,241 346

(単位：百万円）

物品 無形固定資産 出資金 未払金 賞与引当金 公的年金預り金 退職給付引当金

189 2 - - - - -

- - - - - - -

- 25,998 1,036,079 △ 7,597,284 △ 261 △ 118,776,820 △ 5,742

189 26,001 1,036,079 △ 7,597,284 △ 261 △ 118,776,820 △ 5,742

※「物にかかるコスト」及び「庁舎等」の区分に当てはめられてる「物品」、「無形固定資産」、「土地」、「立木竹」、「建物」及び「工作物」は、特定の政策に結びつけることが困難なため、

定員数により、当該政策に配分を行っている。

３．参考情報
（１）当該政策に関連するコストの状況

①当該政策に配分された官房経費等の額 (単位：百万円）

Ⅰ 人にかかるコスト 383

Ⅱ 物にかかるコスト（庁舎等を含む。） 1,461

Ⅲ その他事業コスト 44,406

46,251

②当該政策に配分された当年度の公債にかかる利払費 (単位：百万円）

利払費 1,479,277

・省庁別財務書類の公債関連情報として記載されている利払費が、一般会計における政策ごとの「政策にかかるコスト」と「当該政策に配分された官房経費等」を合算したコストを基準として当該政策に配分された場合の額である。

（２）政策の概要

老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図る、高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図る。

（３）共通経費配分の方法

「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」及び「庁舎等」については、定員数による配分を行っている。また、本省に一括して計上されている一部の人件費については、定員数により地方局・外局へ配分を行っている。

（４）その他

なし。

（１）老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図
ること

合 計

物にかかるコスト

庁舎等

区 分

物にかかるコスト

区 分

庁舎等

ストック内訳

ストック内訳
備 考

合 計

（１）老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図
ること

合 計


